
表彰規程 
 

社会福祉法人 全国社会福祉協議会 

 

第一章 総    則 

 

（趣  旨） 

第１条 民生委員・児童委員及び社会福祉法人・福祉施設、社会福祉協議会等の団体等の

役職員で、その功績顕著な者並びに社会福祉活動が優秀な社会福祉協議会及び社会

福祉活動に協力援助した功績顕著なものに対し、本会会長がこれを表彰し、または

感謝の意を表しようとするときはこの規程による。 

 

 

第二章 表    彰 

 

（表彰の対象） 

第２条 本会会長が表彰するものは、次の各号に定めるものを対象とする。 

一 民生委員・児童委員でその功績顕著な者 

二 社会福祉法人・福祉施設の役職員でその功績顕著な者 

三 社会福祉協議会・民間社会福祉団体等の役職員でその功績顕著な者 

四 社会福祉事業における永年勤続功労者 

五 社会福祉活動が特に優秀な社会福祉協議会 

２．前項第１号から第４号に規定する対象のうち、過去に、次の各号に該当するもの 

は、表彰の対象から除外するものとする。 

一 社会福祉関係で、叙勲または褒章を受けた者 

二 社会福祉関係功労者として厚生労働大臣表彰または同特別表彰を受けた者 

三 本会会長から社会福祉事業功労者として表彰を受けた者 

 

（民生委員・児童委員功労表彰の資格） 

第３条 民生委員・児童委員功労表彰の被表彰者は、次の各号に定める条件に該当するも

のとする。 

一 民生委員・児童委員の現職であること。 

二 民生委員・児童委員としての在職期間が 15年以上であること。 

三 過去に、都道府県知事（指定都市にあってはその市長を含む。）または都道府県 

社会福祉協議会会長から、功績顕著の故をもって表彰された者であること。 

 

（社会福祉法人・福祉施設功労表彰の資格） 

第４条 社会福祉法人・福祉施設功労表彰の被表彰者は、次の各号に定める条件に該当す

るものとする。 

一 社会福祉法人の理事、監事、評議員及び職員ならびに、社会福祉法人以外の法

人等が経営する福祉施設の職員の現職であること。ただし、公立の福祉施設職員

の場合は、専任職員に限るものとする。 

二 社会福祉法人の理事、監事及び評議員としての在職期間が 15年以上、社会福祉

法人・福祉施設の職員は 20年以上であること。 

三 過去に、都道府県知事（指定都市にあってはその市長を含む。）または都道府県

社会福祉協議会会長から、功績顕著の故をもって表彰された者であること。 



 

（社協、民間団体功労表彰の資格） 

第５条 社会福祉協議会、民間社会福祉団体等功労表彰の被表彰者は、次の各号に定める

条件に該当するものとする。 

一 社会福祉協議会、民間社会福祉団体等の役職員の現職であること。ただし、共同

募金会（中央・都道府県・指定都市及び分会等）の役職員は含まないものとする。 

二 社会福祉協議会、民間社会福祉団体等の役職員としての在職期間が、理事、監事

及び評議員は 15年以上、職員は 20年以上であること。 

三 過去に、都道府県知事（指定都市にあってはその市長を含む）または都道府県社

会福祉協議会会長から、功績顕著の故をもって表彰された者であること。 

 

（永年勤続功労表彰の資格） 

第６条 永年勤続功労表彰の被表彰者は、次の各号に定める条件に該当するものとする。 

一 民生委員・児童委員として、または社会福祉法人・福祉施設、社会福祉協議会及

び民間社会福祉団体等の役職員の現職であること。ただし、公立の福祉施設職員に

ついては、専任職員とする。 

二 民生委員・児童委員として、または社会福祉法人・福祉施設、社会福祉協議会及

び民間社会福祉団体等の役職員としての在職期間が 30年以上であること。ただし、

社会福祉法人・福祉施設、社会福祉協議会及び民間社会福祉団体等の役職員につい

ては、同一法人における在職年数が 30年以上の者とする。 

 

（在職期間の算定方法） 

第７条 民生委員・児童委員の在職期間の算定方法は次の各号のとおりとする。 

一 在職期間の算定時期は、原則として当該年度の４月１日現在で算定する。 

二 同委員の改選年度に限り 11月 30日で算定することができる。 

三 在職期間が中断されている場合は、その在職期間を通算するものとする。 

２．社会福祉法人・福祉施設の役職員の在職期間の算定方法は次の各号のとおりとす 

る。 

一 在職期間の算定時期は、前項第一号のとおりとする。 

二 在職期間が中断されている場合は、前項第三号のとおりとする。 

   三 社会福祉法人・福祉施設功労表彰に限り、社会福祉法人間の在職期間を通算で

きるものとする。 

３．社会福祉協議会・民間社会福祉団体等の役職員の在職期間の算定方法は次の各号の

とおりとする。 

一 在職期間の算定時期は、第１項第一号のとおりとする。 

二 在職期間が中断されている場合は、第１項第三号のとおりとする。 

４．永年勤続功労表彰の在職期間の算定方法は次の各号のとおりとする。 

一 在職期間の算定時期は、第 1項第一号のとおりとする。 

二 常勤の公務員が福祉施設、社会福祉協議会・民間社会福祉団体等及び共同募金会

（中央・都道府県・指定都市及び支会・分会等）の役職員を兼務している期間は、

在職期間に含めることができる。 

５．非常勤の職員の場合は、次の算定方式によるものとする。 

  

            非常勤職員の一月又は一週間の勤務日数 

    在職年数 × 

            常勤職員の一月又は一週間の勤務日数 

 



（社会福祉協議会優良活動表彰の資格） 

第８条 社会福祉協議会優良活動表彰の被表彰者は、次の各号に定める条件に該当するも

のとする。（この場合の社会福祉協議会とは、郡、市、区、町、村の区域を単位とし

て設立されているものをいう。ただし、市区町村における地区社会福祉協議会を単

位とすることができる。） 

一 社協組織体制の強化や運営管理体制の強化に努め、実効ある活動を展開してい 

ること。 

二 過去３年以上、高齢者、障害者、児童または低所得者等を対象として、他の社 

協の範となる優秀な活動を行っており、実績が顕著であること。 

 

（表彰資格の緩和） 

第９条 第３条、第４条、第５条に定める在職期間の資格条件を、特に功績抜群と認めら

れる者については、10年以上に緩和することができる。ただし、第４条及び第５条

については、理事、監事及び評議員の場合に限り適用するものとする。 

 

（表彰の時期） 

第 10 条 この規程による表彰は、全国社会福祉大会が開催される年次においては同大会

でこれを行い、同大会が開催されない年次においては、適当な時期に行うものとす

る。 

２．前項の規定にかかわらず、本会会長が必要と認めたときは、随時「特別表彰」を

行うことができる。 

 

（表彰の方法） 

第 11条 表彰は、第２条第１項第一号から第五号に該当するものに本会会長名の表彰状及

び記念品をそれぞれ贈呈してこれを行う。 

 

 

（表彰の数） 

第 12条 都道府県・指定都市別の表彰の数については、本会会長が別に定める。 

 

 

第三章 感   謝 

 

（感謝の対象） 

第 13 条 本会会長が感謝の意を表するものは、次の各号のいずれかに該当するものとす

る。 

一 全国的、国際的視野にたって事業等を行い、その功績が顕著であり、推奨すべき

内容であるもの。 

二 本会が行う事業等に協力援助し、その功績が顕著なもの。 

三 都道府県・指定都市社会福祉協議会の事業等の発展、および当該都道府県・指定

都市内の社会福祉の増進に寄与し、その功績が顕著であるもの。 

四 その他本会会長が特に必要と認めるもの。 

 

（感謝の時期） 

第 14条 この規程による感謝は、全国社会福祉大会においてこれを行い、同大会が開催さ

れない年次においては、適当な時期に行うものとする。 

２．前項の規定にかかわらず、本会会長が必要と認める場合、本会会長は第 13条に



定める感謝に該当するものに、随時、感謝の意を表することができる。 

 

（感謝の方法） 

第 15条 感謝は、本会会長名の感謝状及び記念品を、該当するものに贈呈して、これを行 

う。ただし、前第 14条第２項に該当するものは、この限りでない。 

 

 

第四章 推   薦 

 

（候補者の推薦） 

第 16 条 各都道府県社会福祉協議会会長は、この規程に定める表彰または感謝に該当す

る 

ものを候補者として、本会会長に推薦することができる。 

２．本会会長は、前項の規定にかかわらず、表彰または感謝の候補者を推薦すること

ができる。 

 

（推薦数等）  

第 17条 各都道府県社会福祉協議会会長が推薦できる候補者の数は、本規程第 12条に定

める表彰の数とする。なお、本会の定めた推薦書提出期限後の追加推薦は認めら

れない。 

２．本規程第９条の適用を受ける者については、全表彰区分を通じて、各都道府県 

・指定都市において、１名を限度とする。 

 

（推薦書様式）  

第 18条 本規程第 16条第一項に基づく推薦は別に定める推薦書様式による。 

 

 

第五章 表彰審査委員会 

 

（表彰審査委員会） 

第 19 条 表彰または感謝該当者の審議並びに表彰事業に関する検討を行うために、表彰

審 

査委員会を設置する。 

２．前項の表彰審査委員会は、下記事項について、審査または審議し、会長に答申す

るものとする。 

一 表彰、感謝該当者の審査 

二 規程の改廃に関すること 

三 その他本事業に関する重要事項 

 

（構 成） 

第 20 条 表彰審査委員会は、次の各号に掲げるものの中からそれぞれ若干名をもって構

成 

し、本会会長が委嘱する。 

一 全国民生委員児童委員連合会 

二 社会福祉施設協議会連絡会 

三 都道府県社会福祉協議会 

四 学識経験者 



２．表彰審査委員会は、委員の互選により委員長１名をおく。 

３．表彰審査委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、補欠によって委員 

となったものの任期は、残任期間とする。 

 

 

第六章 その他 

 

（決 定） 

第 21条 本規程第 19条第２項第一号により表彰審査委員会の答申を受けた場合、本会会 

長はすみやかに決定し、推薦者に通知しなければならない。 

 

（施行細目） 

第 22条 本規程に定めるもののほか、実施に必要な細目は、本会会長が別に定める。 

 

 

 

附    則 

 

１．この規程は、昭和 38年４月１日から施行する。 

２．昭和 42 年度においては民生委員・児童委員の表彰数を 100 名以内増加することがで

きる。 

３．第４条及び第６条の実施は昭和 46年４月１日からとする。 

４．この規程は、昭和 60年４月１日から適用する。 

ただし、資格条件のうち第４条第２号に掲げる社会福祉施設の職員及び第５条第２号

に掲げる社協・民間団体等の職員の在職期間については、この規定にかかわらず、昭和

62年 3月 31日までの経過措置として「15年以上」とする。 

 

 

 

 

（昭和３５年３月１７日 制  定） 

（昭和３５年４月１日  施  行） 

（昭和３８年４月１日  一部改正） 

（昭和４２年３月１日  一部改正） 

（昭和４４年１０月２８日一部改正） 

（昭和４６年３月１１日 一部改正） 

（昭和６０年４月１日  全文改正） 

（平成９年７月１４日  全文改正） 

（平成１１年８月３日  一部改正） 

（平成２８年４月１日  一部改正） 

（平成２９年４月１日  一部改正） 
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推薦書記入にあたって 

特にご留意いただきたいこと 
 

○ 「民生委員・児童委員功労」「社会福祉法人・福祉施設功

労」「社協・民間社会福祉団体功労」については、功績概

要の「１」に加えて、必ず「２」もしくは「３」に該当す

る功績をご記入ください。 

※ 功績概要「１」のみの記入では、審査対象外となります。 

※ 過去の推薦書において、複数の被推薦者の功績概要が同じ内容の文

章により記述されている場合がありました。功績概要については、

個人の功績に着目して、それぞれの功績内容を記述してください。 

 

○ 平成 28年度より、従来の「社会福祉施設功労」を「社会

福祉法人・福祉施設功労」に改正し、福祉施設以外の業務

に従事する社会福祉法人の職員についても表彰対象として

います。 
 

○ 同じ年度における厚生労働大臣表彰候補者については、本

会会長表彰の受章を妨げないものとし、推薦を受け付けま

す。 

※ 前年度以前の厚生労働大臣表彰受章者は本会会長表彰の対象外とな

ります。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

推薦書の記入については、上記に加え、 

「記入上のポイント」「記入例」をご覧ください。 



  

推薦書記入にあたっての留意事項 

 

 

 推薦書はすべて楷書体で正確に記入してください。推薦書の各項の記入にあたっては、次の点に注

意してください。 

 各表彰区分の〔記入上のポイント〕を参照いただくとともに、「民生委員・児童委員功労」「社会福

祉法人・福祉施設功労」「社協・民間福祉団体功労」「永年勤続功労」「社協優良活動」につきまして

は、〔記入例〕を作成いたしましたので、あわせて参考にしてください。 

 

功績概要 ・ 功績内容がわかるように具体的にご記入ください。 

・ 「民生委員・児童委員功労」「社会福祉法人・福祉施設功労」「社協・民間福祉団体

功労」の３区分については、原則として、功績概要欄１．だけの記載では要件未充

足となります。 

“2．行政や社協の福祉関係の委員会や検討会への参画等、地域や県域での福祉推進

における功績” 

“3．地域に根ざした福祉関係の活動や事業への協力等、所属団体以外の活動に関す

る功績”について、最低いずれか一方を必ずご記入ください。 

・ 「社協・民間功労」の推薦書の記入にあたっては、別紙「社協役職員の功績概要の

記入について」、「民間団体役員の功績概要の記入について」も併せてご覧くださ

い。 

推薦順位 
・ 枠数が定められている表彰区分については、枠数を超えた推薦は受け付けません。 

・ 名簿上の掲載順位となりますので、表彰区分ごとに正確に順位をつけてください。

指定都市社協分は、道府県社協分とは別に順位をつけてください。 

氏名 
・ ご記入いただいた氏名をもとに名簿・表彰状を作成しますので、正確にご記入くだ

さい。 

・ 旧字等の常用漢字以外の漢字を使用する場合は、特に正確にはっきりとわかりや

すくご記入ください。 

・ 過去の被表彰者が推薦されていないか確認をいたしますので、必ず“ふりがな”を

つけてください。 

所属・施設

コード 

・ 別添の「所属、施設番号コード表」をご参照いただき、該当する番号を 4桁でご記

入ください。（エクセル様式に入力の場合はプルダウンから選択） 

・ 複数の施設を合築している場合などは、被推薦者の主たる所属施設（給与を支弁し

ている施設）の名称を記入してください。 



  

※ 法人・施設功労において、社会福祉法人の運営する施設（表彰対象外）に所属して

いる場合は、社会福祉法人職員としてご記入ください。 

現住所 ・ 個人の場合は、自宅の住所を記入してください。 

施設・事業

所名 

・ 役員及び法人本部の事務局専任職員は、空欄のままとしてください。 

・ 複数の施設を合築している場合などは、主たる所属施設（給与を支弁している施

設）の名称を記入してください。 

表彰歴 

 

・ 社会福祉事業関係の功労者として表彰されたもののみを記入してください。業種

別協議会会長表彰は除きます。 

・ 表彰年月日、表彰名（表彰内容）、功績内容（「永年勤続」「従事者功労等」の表彰

区分）は、正確にもれなく記入してください。 

・ 功労内容（表彰区分の名称）が設けられていない場合は、その表彰の「功労内容（表

彰区分の名称）」欄に「なし」とご記入ください。 

経歴概要 

在職期間 

(勤続年数) 

 

・ 各表彰の要件に該当する役職のみの年数を、令和 6 年 4 月 1 日時点で通算してご

記入ください(法人・施設功労、社協・民間団体功労については役員年数と職員年

数を通算することはできません)。 

・ 経歴概要の在職期間（通算）または、勤続年数は、経歴概要欄の「合計」と一致さ

せてください。 

・ 1か月未満は切り捨ててください。 

・ 同時期に 2 つ以上の役職を兼務した場合、それぞれの役職の期間を加算して計算

することはできません。当該期間の主たる役職のみご記入ください。 

・ 在職期間算定にあたっての休職・休業・休暇に関する取扱いについては、私的事由

による休職を除き、産前・産後休暇（産休）、育児休業、就業規則で認められた部

分休業や介護休暇等については、在職期間に含めることができます。 

・ 社協・民間社会福祉団体功労については、下記の条件を満たすものについて、複数

の社協、複数の民間社会福祉団体の勤続年数の通算を認めます。 

① 複数の社協での勤続年数 

通算を認める（自己都合による退職、再就職の場合を含む） 

② 複数の民間社会福祉団体での勤続年数 

同種の社会福祉事業を実施する団体間の場合に限り、通算を認める。 

③ 社協、民間社会福祉団体間での勤続年数 

当該社協・団体間の合併や事業移管等による場合に限り、通算を認める（自己

都合による退職、再就職の場合を除く）。 

 



社協・民間社会福祉団体功労 

社協役職員の功績概要の記入について（お願い） 

全国社会福祉協議会 総務部 

功績概要１について 

○ 候補者である社協役職員が、所属している社協の事業・活動の中で、どのように功

績顕著であるかをご記入いただくための項目です。 

○ どのような事業・活動において、どのように功績をあげてこられたのか、主なもの

について具体的にご記入ください。 

 

功績概要２について 

○ 候補者である社協役職員が、所属社協以外の 他の福祉団体 や 行政機関等 の事

業・活動においても功績（活動実績）があることを確認するための項目です。 

○ 社協役職員として、行政機関 や 他の福祉団体 の委員等に就任している場合は、

その委員会や検討会等の主催団体の概要（名称、設置者）、活動の目的・時期・内

容を具体的にご記入ください。 

○ 他法人・団体の理事等を務めている場合は、就任時期をあわせてご記入ください。 

※ 市区町村社協の役職員の場合、都道府県社協や全社協の事業・活動における功績も対象と

なります。また、指定都市の区の社協の役職員の場合、指定都市社協や都道府県社協、全

社協の事業・活動における功績も対象となります。 

※ 都道府県社協の役職員の場合、全社協の事業・活動における功績も対象となります。また、

指定都市社協の役職員の場合、都道府県社協や全社協の事業・活動における功績も対象と

なります。 

 

功績概要３について 

○ 所属社協の役職員の立場を離れた、一市民（個人）としての福祉関係の活動につい

て確認するための項目です。 

○ 地域の諸団体への参加を通じての福祉活動、ボランティア活動など、社協での業

務以外で、個人の立場で取り組んだ福祉向上への活動について、具体例を挙げて

その概要を記載してください。 

○ 地域の福祉向上につながる活動が対象ですので、ご留意ください。 
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社協・民間社会福祉団体功労 

民間社会福祉団体役員の功績概要の記入について 

全国社会福祉協議会 総務部 

対象団体（民間社会福祉団体）の範囲について 

■社会福祉協議会・民間社会福祉団体功労の対象となる「民間社会福祉団体」は、 

【１】都道府県（指定都市の団体の場合は指定都市）全体を活動範囲とし、 

【２】法人格を有し、 

【３】第１種もしくは第２種社会福祉事業を実施している 

団体であることを基本とします。 

 

■これは、都道府県民（指定都市の場合は市民）全体の福祉向上に継続的に貢献し

ている民間社会福祉団体の役員を顕彰するためです。そのため、【１】から【３】

に該当することに加え、特定の有志の者が設置する団体ではなく、幅広い者の参

画により運営されている団体を念頭に置いています。 

 

【本表彰では対象外としている団体】 

・ 施設・事業所の利用者の保護者の会（理由は Q&A記載のとおりです） 

・ 共同募金会  

・ 都道府県・市区町村の老人クラブ（連合会）  

・ 婦人会、子ども会、断酒会等、社会福祉事業に直接該当しない活動を行う団体 

※ 上記以外の団体でも、活動の主目的が福祉の向上・増進以外である場合は、表彰の対

象外です。 

 

■なお、以下の要件に合致する場合は、準要件充足団体として表彰審査の対象とし

ます。          

 

① 法人格がない場合 

  → ● 当該団体の概要を把握するための資料として、以下の資料を推薦書に添付し

てください。 

          １） 団体の組織・事業案内（パンフレット等）または団体の基本規程 

２） 前年度の事業報告書 

         ３） 前年度の決算書 

    ● これらの資料により、以下のことを確認します 

        ◎ 福祉向上につながる事業の実施状況 

        ◎ 事業・活動の継続性 
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② 第１種・第２種社会福祉事業のいずれも実施していない場合 

→ ● 以下の情報を推薦書の功績概要１に記入してください。 

         １） 推薦者である都道府県・指定都市社協への加入・参加状況 

        ２） 推薦者である都道府県・指定都市社協の活動への協力・貢献の状況 

       ● これらの情報により、以下のことを確認します 

        ◎ 都道府県域全体、または指定都市域全体の福祉向上・増進への具体的な

貢献内容 

    ● 上記の記載がない場合、または、該当する事実がない場合は要件未充足と

し、表彰の対象外となります。 

 

 

③ 都道府県（指定都市）全域を活動範囲としていない 

本表彰が想定している民間社会福祉団体は、都道府県・指定都市域を活動範囲とす

る民間社会福祉団体です。 

     【Q&A抜粋】 

・ 市区町村域の団体の役職等を通算することはできません。 

・ 推薦書の「経歴概要」欄には、都道府県（指定都市）全域を活動範囲とす

る団体の役職等の記入および在職期間の通算をお願いします。 

    ただし、市区町村を主な活動範囲とする団体であっても、以下の２つの要件のいず

れかに該当する団体は、表彰審査の対象とする場合があります。 

      １） 団体の活動に一定の広がりを有する （広域的な活動への参加・協力等） 

        （例）都道府県（指定都市）組織の活動への委員等としての参画 

        （例）他の市区町村の同種の団体との連携・協力 

       ２） 都道府県民（指定都市の場合は市民）全体の福祉向上への貢献 

        （例）都道府県・指定都市内の同種の活動をリードするような活動の展開 

        （例）他の市区町村の同種の団体の立ち上げ支援、研修受け入れ 

 → ● 上記の１）または ２）を推薦書の「功績概要１」に記入してください。 

           ※可能な限り具体的に記入してください。 

 

 

 

まず、所属団体が本功労の対象団体であるかを確認してください 

 



 

3 

功績概要１について 

○ 候補者（民間社会福祉団体役員）が所属している団体の事業・活動の中で、どのよ

うに功績顕著であるかをご記入いただくための項目です。 

○ どのような事業・活動において、どのように功績をあげてこられたのか、主なもの

について具体的にご記入ください。 

 

 

功績概要２について 

○ 候補者（民間社会福祉団体役員）が、所属団体以外の 他の福祉団体 や 行政機関

等 の事業・活動においても功績（活動実績）があることを確認するための項目で

す。 

○ 所属団体役員として、行政機関 や 他の福祉団体 の委員等に就任している場合は、

その委員会や検討会等の主催団体の概要（名称、設置者）、活動の目的・時期・内

容を具体的にご記入ください。 

○ 他法人・団体の理事等を務めている場合は、就任時期をあわせてご記入ください。 

※ 市区町村社協や都道府県・指定都市社協、全社協の委員会・検討会の委員等としての活動

（功績）も対象となります。 

 

 

功績概要３について 

○ 所属団体の役員の立場を離れた、一市民（個人）としての福祉関係の活動について

確認するための項目です。 

○ 地域の諸団体への参加を通じての福祉活動、ボランティア活動など、所属団体で

の業務以外で、個人の立場で取り組んだ福祉向上への活動について、具体例を挙

げてその概要を記載してください。 

○ 地域の福祉向上につながる活動が対象ですので、ご留意ください。 



（別紙） 

令和 6年度全社協会長表彰推薦枠数について 

 

１．被表彰者枠数 

次頁「令和 6 年度全社協会長表彰枠数一覧」のとおり。 

永年勤続功労者については枠数の制限（上限）はありません。 

なお、社会福祉事業協助者（感謝）については、事前に本会までご相談いただき、

要件を満たす候補者がいる場合のみご推薦ください（「推薦事務に関する Q&A」参

照）。 

 

 

２．枠数の算出について 

（１）民生委員・児童委員功労者 

民生委員・児童委員定数に対して、650 名に 1 名の割合で算出。 

〈算出資料〉「令和 4年度福祉行政報告例」 

 

（２）社会福祉法人・福祉施設功労者 

社会福祉施設職員数（常勤換算職員数）に対して、2,200 名に 1 名の割合で算

出。 

〈算出資料〉「平成 29年社会福祉施設等調査報告」 

「平成 29年介護サービス施設・事業所調査」 

         ※ 都道府県・指定都市別従事者数を把握できる最新統計である 

ため、上記を算出資料としています。 

 

（３）社会福祉協議会･民間社会福祉団体功労者 

社協関係役職員分 1 名、民間社会福祉団体分 1 名、合計 2 名を基礎とし、都道

府県･郡市区町村社協の役職員数に対して 480 名あたり 1 名を加算して算出。 

〈算出資料〉「令和 5年度市区町村社会福祉協議会職員状況調査」 

      「令和 5年度取り組み課題、予算等に関する調査」 

 

（４）社会福祉協議会優良活動 

各都道府県･指定都市につき、1 か所。 

 

 



令和6年度全社協会長表彰枠数一覧

社協名
民生委員・

児童委員功労
社会福祉法人・

社会福祉施設功労
社協・民間社会
福祉団体功労

永年勤続功労 社協優良活動

北海道 17 23 16 1

青森県 6 10 7 1

岩手県 6 10 9 1

宮城県 5 7 11 1

秋田県 6 10 8 1

山形県 5 8 8 1

福島県 7 10 10 1

茨城県 10 16 9 1

栃木県 7 10 6 1

群馬県 7 12 9 1

埼玉県 15 27 14 1

千葉県 12 23 10 1

東京都 18 62 18 1

神奈川県 8 15 6 1

新潟県 6 12 11 1

富山県 4 7 5 1

石川県 5 9 4 1

福井県 3 6 7 1

山梨県 4 5 5 1

長野県 9 14 21 1

岐阜県 8 11 10 1

静岡県 7 11 9 1

愛知県 12 21 16 1

三重県 7 11 12 1

滋賀県 5 8 8 1

京都府 5 8 7 1

大阪府 14 25 10 1

兵庫県 12 21 15 1

奈良県 5 7 6 1

和歌山県 5 7 6 1

鳥取県 3 5 5 1

島根県 4 7 7 1

岡山県 5 8 6 1

広島県 7 11 8 1

山口県 6 9 7 1

徳島県 3 6 5 1

香川県 4 6 5 1

愛媛県 6 9 8 1

高知県 4 6 6 1

福岡県 8 17 9 1

佐賀県 4 6 6 1

長崎県 6 10 8 1

熊本県 6 11 9 1

大分県 5 8 7 1

宮崎県 4 10 8 1

鹿児島県 7 13 9 1

沖縄県 4 10 6 1

札幌市 5 8 5 1

仙台市 3 5 3 1

さいたま市 2 5 3 1

千葉市 2 4 5 1

横浜市 8 16 6 1

川崎市 3 6 4 1

相模原市 2 3 3 1

新潟市 2 5 11 1

静岡市 2 4 5 1

浜松市 3 4 3 1

名古屋市 7 9 5 1

京都市 5 7 5 1

大阪市 7 12 6 1

堺市 2 4 2 1

神戸市 4 7 5 1

岡山市 2 4 2 1

広島市 3 6 3 1

北九州市 3 5 3 1

福岡市 4 7 3 1
熊本市 2 4 2 1

総数 397 703 496 67

　
　
　
枠
　
数
　
な
　
し



【全社協会長表彰】 所属・施設コード表 ＜令和6年度版＞

所属 施設

01 00 民生委員･児童委員 なし

02 社会福祉協議会

02 01 社会福祉協議会役員 なし

02 02 社会福祉協議会職員 なし

03 00 民間社会福祉関係団体役職員（社団､財団、社協および施設経営のない法人等）

04 社会福祉法人

04 01 社会福祉法人役員（理事、監事、評議員） （社福）

04 02 社会福祉法人職員（社会福祉施設職員以外の職員） （社福）

05 保護施設

01 救護施設 （救護）

02 更生施設 （更生）

03 その他保護施設（医療保護施設、授産施設、宿所提供施設） （その他保護施設）

06 老人福祉施設

01 養護老人ホーム（一般・盲） （養護老人）

02 特別養護老人ホーム （特養）

03 軽費老人ホーム（Ａ型、Ｂ型、ケアハウス、都市型） （軽費）

04 老人デイサービスセンター、通所介護（デイサービス） （老人デイ）

05 老人短期入所施設、短期入所生活介護（ショートステイ） （老短期入所）

06 老人福祉センター （老人センター）

07 老人介護支援センター （老介護支援）

07 身体障害者社会参加支援施設

01 身体障害者福祉センター （身障）

02 補装具製作施設 （補装具製作）

03 視聴覚障害者情報提供施設 （視聴覚情報）

08 障害者支援施設等

01 障害者支援施設 （障害支援施設）

02
障害福祉サービス事業のうち、居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、
療養介護、生活介護、短期入所、重度障害者等包括支援、施設入所支援、自立
訓練、就労移行支援、就労継続支援、就労定着支援、共同生活援助を行う施設

（障害福祉）

03 地域活動支援センター （地域活動）

04 福祉ホーム （福祉ホーム）

09 児童福祉施設

01 助産施設 （助産施設）

02 乳児院 （乳児院）

03 母子生活支援施設 （母子支援）

コード
所属・施設名 略称



所属 施設

コード
所属・施設名 略称

04 保育所 （保育所）

05 認定こども園 （こども園）

06 児童養護施設 （児童養護）

07 児童心理治療施設 （児童心理）

08 児童自立支援施設 （児童自立）

09 障害児入所施設 （障害児入所）

10 児童厚生施設 （児童厚生）

11
その他児童福祉施設（児童発達支援センター、児童家庭支援センター、里親支
援センター）

（その他児童施設）

10 00 母子・父子福祉施設 （母父子）

11 その他の社会福祉施設等

01 授産施設 （事業授産）

02 宿所提供施設 （事業宿提）

03 無料低額診療施設 （無低診療）

04 第２種社会福祉事業たる介護老人保健施設 （事業老健）

05 隣保館 （隣保）

06
その他（地域福祉センター、へき地保健福祉館、へき地保育所・季節保育所、盲
人ホーム　等）

（その他の施設）

12 00 女性自立支援施設（旧婦人保護施設） （女性支援）



























































（令和 6年度版） 

（別紙） 

全社協会長表彰における個人情報保護の取り扱いについて 

 

１．個人情報の利用目的・利用範囲等について 

都道府県・指定都市社協より、県市内関係団体等に候補者の推薦を依頼され

る際には、下記の事項を踏まえ、適切に個人情報をお取り扱いいただきますよ

う、お願いいたします。 

① 推薦書を通じて知り得た個人情報については、全社協「個人情報の保護

に関する方針（プライバシーポリシー）」に基づき取り扱います。プライ

バシーポリシーは、本会ホームページに掲載しています。 

（https://www.shakyo.or.jp/kojin.html） 

② 推薦書に記載された個人情報は、表彰状および記念品への氏名の記載、

被表彰者名簿への記載等、本表彰事業にかかる目的にのみ使用いたしま

す。 

③ 被表彰者名簿には、被表彰者の都道府県・指定都市、氏名、所属、役職を

記載いたします。同名簿は、受賞者名簿に収録し、都道府県・指定都市

社協、被表彰者等関係者に配布します。 

④被推薦者の推薦書は、本会の書類保存基準により保管し、保管期間経過後

は、適切に廃棄処理をします。 

⑤被表彰者（決定者）については、次年度以降の推薦事務において被推薦者

（候補者）が重複して推薦されていないことを確認するために、氏名、生

年月日、所属・役職等必要な事項のみをコンピュータのデータベースに登

録をし、永久保存をします。 

   

２．被表彰者本人への同意確認について 

  表彰事業の性格上、個人情報の取得に関して推薦段階でのご本人への通知

および使用目的への同意確認は困難です。そのため、被表彰者決定後、貴会を

通じて、ご本人への表彰決定の伝達とともに、名簿掲載に関する確認等をお願

いいたします。 

 

３．関係団体への個人情報保護に関する取り扱いの周知について 

  県市内関係団体、施設等に候補者の推薦を依頼される際には、上記事項を踏

まえ、個人情報の取り扱いに十分ご留意いただきたい旨、周知方ご協力をお願

いいたします。 

https://www.shakyo.or.jp/kojin.html

